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ISA 315（2019年改訂）「重要な虚偽表示リスクの識別と評価」 

初度適用ガイド 
 

 

ISA 315（2019年改訂）は何を扱っているのか？ 

1. ISA 315（2019年改訂）は、ISA 315（改訂）「企業及びその環境の

理解による重要な虚偽表示の識別と評価」と同様に、監査人による

以下の手続を対象としている。 

(a) 企業及び企業環境、適用される財務報告の枠組み及び企業の内

部統制システムを理解し、重要な虚偽表示リスクを識別し評価

できるようにすること。 

(b) 重要な虚偽表示リスクを識別すること。 

(c) 重要な虚偽表示リスクを評価すること。 

 
ISA 315（改訂）はなぜ変更されたのか？ 

2. ISA 315（改訂）
1
の改正プロジェクトは、IAASBのISA適用モニタリングプロジェクト

2
における

主要な検出事項に対応するため、2016年初頭に開始された。適用後レビューは2013年に完了し、

ISA 315（改訂）に関連する主要かつ重要な検出事項には以下が含まれていた。 

• 実務上識別された特別な検討を要するリスク（significant risks）の内容と数に一貫性がなかっ

た。 

• 内部統制システムの理解について、実務で適用することが困難であった。 

• 情報技術（ＩＴ）リスクについては、基準の中で十分に対応できていなかった。 

また、適用後レビューでは、中小企業（SME）の監査にISA 315（改訂）を適用する際の課題に

も焦点が当てられた。 
 

1 ISA 315(改訂)「企業及び環境の理解を通じた重要な虚偽表示リスクの識別と評価」 

2 国際監査基準のクラリティ版-適用後レビューによる検出事項 

 
ファクトシート参照： 

ISA 315（2019年改

訂）の紹介 

本初度適用ガイドは、国際監査・保証基準審議会（International Auditing and Assurance Standards 

Board：IAASB）のスタッフにより作成された。本初度適用ガイドの目的は、国際監査基準（ISA）315

（2019年改訂）の変更点の理解と適用に資することである。 

本書の内容は、より実質的な変更点に焦点を当てているが、全ての変更点に焦点を当て対処してはいな

い。 

本書は、その記載事項が単独で規範性を持つISA 315（2019年改訂）を修正又は上書きするものではない。

本書を読むことによって、ISA 315（2019年改訂）を読む代替にはならない。ISAに従って監査を実施する

際、監査人は、業務に関連する全ての要求事項を遵守することが求められる。本書は、ISA 315（2019年改

訂）の全ての要求事項を取り扱うのではなく、より大きな変更があった要求事項に焦点を当てている。 

改訂後の基準及び結論の根拠（重要な変更点についての審議会による根拠の説明）は、2019年12月に公表

された。 

https://www.iaasb.org/publications-resources/clarified-isas-findings-post-implementation-review
https://www.iaasb.org/publications/isa-315-revised-2019-identifying-and-assessing-risks-material-misstatement
https://www.iaasb.org/publications/isa-315-revised-2019-identifying-and-assessing-risks-material-misstatement
https://www.iaasb.org/publications/isa-315-revised-2019-identifying-and-assessing-risks-material-misstatement
https://www.iaasb.org/publications/isa-315-revised-2019-identifying-and-assessing-risks-material-misstatement
https://www.iaasb.org/publications/isa-315-revised-2019-identifying-and-assessing-risks-material-misstatement
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ISA 315（2019年改訂）はいつから適用されるか？ 

3. 従前のISA 315（ISA 315（改訂））は、2021年12月15日以後開始する期間からISA 315（2019

年改訂）に置き換えられている。 

 

ISA 315（2019年改訂）の結果、他の関連する基準は変更されたか？ 

4. ISA 315（2019年改訂）は、監査のためのより強固な基盤となるために強化され、特に、より

質の高いリスクの識別と評価は、ISA 3303やISA 540（改訂）
4
などの他の基準で要求される手

続を強化することが期待されている。ISA 315（改訂）の変更に伴い、ISA 330、ISA 2405、ISA 

540（改訂）など、他の多くの国際監査基準にも適合修正が行われた。これらの変更は、顕著

なもの（多くはより適合的な性質のものであった）について、本初度適用ガイドを通じて、そ

れらが関連する箇所で強調されている。 

5. ISA 240「財務諸表監査における不正に関連する監査人の責任」6（2009年12月15日以後開始す

る期間から適用）は、不正に関連するリスクの識別と評価に関する監査人の責任について述べ

ている。ISA 330（2009年12月15日以降開始する期間から適用）は、全体及びアサーション・

レベルにおいて評価した重要な虚偽表示リスクに対する監査人の対応についての要求事項を述

べている。ISA 315（改訂）の改正プロジェクトの一環として行われた適合修正を除き、これ

らの基準の要求事項は改訂前から変更がない。 

 

ISA 315（2019年改訂）で使われている包括的な監査概念は何か？ 

6. ISA 200「独立監査人の全般的目的及び国際監査基準に準拠する監査の実施」は、財務諸表の

監査を実施する際の監査人の全般的な目的について取り扱っている。ISA 200は、監査人の全

般的な目的を定め、監査の性質と範囲について説明している。また、監査リスクモデルを含む、

より広範で基本的な監査の概念は、ISA 200に記載されている。 

 

何が変わり、何が変わらなかったのか－ISA 200における全般的な監査概念 
 

概念 変更なし 変更あり 

監査証拠の入手 監査リスクを許容できる低い水準ま

で低減するために十分かつ適切な監

査証拠を入手する。 

- 

監査リスク 

モデル 

監査リスクは、重要な虚偽表示リスク

と発見リスクの関数である
7
。全体的な

監査リスクモデルに変更はない。 

- 

 
 
 
 

3 ISA330「評価したリスクに対する監査人の対応」 
4 ISA540（改訂）「会計上の見積り及び関連する開示の監査」 
5 ISA240「財務諸表監査における不正に関連する監査人の責任 
6 2022年、IAASBはISA 240をより包括的に改訂するプロジェクトを開始し、ISA 315（2019年改訂）のより強固な

リスク識別・評価手続をいかに同基準に組み込むことができるかに焦点を当てることも含めている。 
7 ISA200、第13項(c) 
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概念 変更なし 変更あり 

固有リスク、

統制リスク、

発見リスク 

ISA 200に記載されている固有

リスク、統制リスク、発見リス

クの概念に変更はない。 

• 新たに、固有リスクと統制リスクを

別々に評価することが要求される。 

• 固有のリスクの評価を支援するため

に、固有リスクの分布（spectrum of 
inherent risk）の概念が導入されてい

る。固有リスクの分布は、監査人が重

要な虚偽表示リスクを評価する際に、

起こり得る虚偽表示の可能性と影響の

度合いに基づき、低リスクから高リス

クまでの範囲で判断することを支援す

るものである。固有リスク要因は、監

査人が固有リスクの分布における重要

な虚偽表示リスクを考慮することを支

援するために導入されている。 

重要な虚偽表

示リスク 

重要な虚偽表示リスク8の定義に

変更はない。 

監査に先立ち、財務諸表に重要
な虚偽表示がなされるリスク。
これは２つの要素からなり、ア
サーション・レベルでは以下の
ように記述されている。 

(i) 固有リスク、…… 

(ii) 統制リスク、…… 

重要な虚偽表示リスクの定義に変更はない

が、ISA 200の適用指針において、虚偽表示

の可能性の識別に関する「基準値」について

明確にされ、説明されている。 

この明確化を（ISA 315（2019年改訂）では

なく）ISA 200に含めることで、ISA 200に

おける重要な虚偽表示リスクの定義を支持

している。ISA 200の適用指針で説明されて

いる明確化は、重要な虚偽表示リスクは、

虚偽表示が存在する可能性（その発生可能

性）と発生した場合に重要となる可能性

（影響の度合い）の両方が合理的にあり得
る場合に存在する、というものである。

（「適合修正」における新しいISA 200、

A15a項9を参照） 

ISA  200のこの明確化に基づき、ISA 

315(2019年改訂)では、重要な虚偽表示リス

クを識別するための閾値に関連するもので

あることから「合理的にあり得る

(reasonably possible)」という用語が使用

されている。 
 

 

 

 

 
8 ISA 200、第13項(n) 
9 この項は、2022年版IAASBハンドブックの各関連ISAに適合修正が反映された時点で、項番号が変更される予定である。 
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概念 変更なし 変更あり 

   

職業的専門家と

しての懐疑心 

監査人は、監査手続を立案し実

施する際に、職業的専門家とし

ての懐疑心を行使することが要

求される。 

監査人が監査手続を実施する際の行動変容

を促すための手続の強化や、文書化要求事

項の強化（本書後出の「職業的専門家とし

ての懐疑心」の項参照）などが行われてい

る。 

職業的専門家としての懐疑心に焦点が当て

られた項目には、下記のアイコンを使用し

て示している。 

職業的専門家の

判断 

また、監査人は、リスク評価手

続の計画及び実施において、職

業的専門家としての判断を行使

することが求められている。こ

の全体的な考え方に変更はない

が、監査人の判断を支援するた

めに、全体的に様々な拡張が行

われている。 

－ 

小規模会社特有

の考慮事項 

適用の柔軟性（すなわち、規模や

複雑さが異なる企業に対して国際

監査基準が適用できるようにする

こと）の概念は、IAASBの基準に

内在しており、IAASBは常に、全

ての企業が基準を適用できること

を支援するためにさらに何ができ

るかを重視している。IAASBは、

適用の柔軟性とバランスに関連す

る監査人の検討を、改訂された基

準内のそれぞれの項（「適用の柔

軟性」と明確に見出しが付けられ

ている。）で引き続き区別してい

る。 

• 改訂基準は、規模よりも複雑さ（すな

わち、IAASBのアプローチに沿って、

「小規模企業」ではなく「複雑でない

企業」）に焦点を当てている。 

• 適用の柔軟性は、「小規模企業」だ

けに焦点を当てるのではなく、基準

全体を通して対照的な例を用いるこ

とで説明されている（すなわち、複

雑な場合とそうではない場合を説明

する。）。 

「公的部門」特

有の考慮事項 

公的部門への考慮事項は維持さ

れている。 

これらの項は、適切な場合には更新（すな

わち、公的部門特有の考慮事項を反映）さ

れている。 
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実施する業務の内容及び範囲 

7. ISA 315（2019年改訂）では、求められるリスク評価手続の性質や程度は、

企業の性質や状況（例えば、企業の方針と手続の形式、プロセス及びシ

ステムなど）に応じて異なることを明確にしている。さらに、監査人は

職業的専門家としての判断により、基準の要求事項を満たすために実施

すべきリスク評価手続の性質と程度を決定することを説明している。
10
 

 

基準の反復性 

8. 監査人のリスクの識別及び評価プロセスは、反復的かつ累積的である。

監査人の企業及び企業環境、適用される財務報告の枠組み、並びに企業

の内部統制システムに関する理解は、重要な虚偽表示リスクの識別と評

価に関する要求事項を通じた概念とともに、相互に関係している。本ISA

の要求する理解を得るにあたり、監査人は、リスクに関する当初の推定

をすることがあるが、これは、監査人がリスクの識別と評価のプロセス

を進めるにつれて、更に精緻化される可能性がある。 

9. 以下のフローチャートは、この基準の反復的な性質を表している。また、基準の先に示された

特定の要求事項の実行が、基準の後に示された他の要求事項の実行に依存する場合、これらを

関連付けるための適用指針が追加されている。例えば、以下がある。 

• ISA 315（2019年改訂）のA49項では、監査人が、重要な取引種類、勘定残高又は注記事

項となり得るものを当初推定する場合があることについて説明されている。これは、情

報システムを理解する際の監査人の手続の範囲の基礎となる（ISA 315（2019年改訂）第

25項参照）。 

• ISA 315（2019年改訂）のA127項では、情報システムに対して行われた手続（理解と評価）

が、重要な取引種類、勘定残高又は注記事項に関する監査人の推定にさらに影響を及ぼ

す可能性があることを改めて指摘している。 

• ISA 315（2019年改訂）のA128項では、情報システムにおける情報の流れを理解すること

は、さらに理解が必要な特定の統制を識別することにも役立つと説明している（すなわ

ち、「統制活動」の構成要素においてである）。 

• ISA 315（2019年改訂）のA129項では、さらに、一部の統制は、生じうる重要な虚偽表示

リスクが評価された後（例えば、特別な検討を要するリスクが決定された後）にしか識

別できないことを説明している。 

10. ISA 315（2019年改訂）の概要は以下のとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

10 ISA 315（2019年改訂）のA16項 

A16項 

 
第7項＆

A48項 
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重要な虚偽表示
リスクの
識別

財務諸表
レベル

重要な取引種類、勘定残
高又は注記事項と関連す
るアサーションの決定

アサーション・
レベル

理解を得る

企業の内部統制システム

統制環境
リスク評価プ
ロセス

内部統制シス
テムを監視す
るプロセス

情報システム
と伝達
統制活動

企業及び
企業環境

適用され
る財務報
告の枠組
み

固有リスク要因統制の不備

識別した重要
な虚偽表示リ
スクの評価

財務諸表
レベル

アサーション・レベル
での固有リスクの評価

実証手続のみで十分かつ適
切な監査証拠が入手できる

かどうかの決定

特別な検討を要す
るリスクの
決定

統制リスク評価
重要な虚偽表示リス
クは固有リスク評価
と同じ評価になる

監査人は内部
統制の運用評
価手続を計画
しているか？

特別な検討を
要すると判断
しなかった重
要な取引種類、
勘定残高又は
注記事項の判
断は正しい
か？

はい

はい

いいえ

いいえ

職業的専門家としての判断・職業的懐疑心

リスク評価手続

監査チーム
内の討議

監査契約の新規の締結及び更新並びに企業との他
のエンゲージメントからの情報

監査人の過去の経験及び過去
の監査からの情報

リ
ス
ク
評
価
プ
ロ
セ
ス
は
、
監
査
期
間
全
体
を
通
じ
て
継
続
す
る
、
情
報
の
収
集
、
更
新
、
分
析
の
累
積
的
か
つ
反
復
的
プ
ロ
セ
ス

監
査
調
書

評価したリスクに対応する監査人の手続き（ISA 330）

財務諸表レベルの重要な虚偽表
示リスクの評価

アサーション・レベルの重要な
虚偽表示リスクの評価

リスク評価の修正

はい
いいえ

重
要
な
虚
偽
表
示
リ
ス
ク
の
識
別
と
評
価
の
た
め
の
適
切
な
基
礎
を
得
る
た
め
の
リ
ス
ク
評
価
手
続

ISA 315（2019年改訂） 重要な虚偽表示リスクの識別と評価 
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「なぜ」その手続が必要なのかを説明する 

11. ISA 315（2019年改訂）では、特定の手続がなぜ必要なのかを説明することに重点を置いてい

る（これらの「なぜ」の項は、適用指針に記載されている）。 

12. これらの説明は、誤解や誤用、一貫性のない適用が行われている可能性がある特定の要求事項の

根拠を取り上げることを意図している。なぜこれらの手続を行う必要があるのかという説明を

含めることで、関連する要求事項の適用がバラつくリスクを低減することができるという点に

審議会は合意した。特に、監査で実証手続手法を主として実施することが意図されている状況に

おいて、企業の内部統制システムの様々な構成要素を理解することがなぜ必要なのかについて、

「なぜ」が追加された。 

 

自動化されたツール及び技法（ATT) 

13. ISA 315（2019年改訂）は、重要な虚偽表示リスクを識別

し評価するための基礎となる監査証拠を入手することに重

点を置いている。 

14. ISA 500「監査証拠」に規定されている監査証拠を入手す

るための手続、すなわち、閲覧、観察、外部確認、再計算、

再実施、分析的手続及び質問は、それらの手続が手作業で

行われるかテクノロジーを使用して行われるかにかかわら

ず、引き続き適用される。ISA 315（2019年改訂）は、ど
のようにこれらの手続を実施するかを規定するものではな

い。 

その代わり、テクノロジーを活用して行うリスク評価手続は、全ての監査人が同じ方法で利用

できるとは限らないという認識のもと、適用指針では自動化されたツール及び技法（ATT）と

して記述されている。 

15. 適用指針の中で関連性がある場合、「自動化されたツール及び技法」という見出しで、ATTの

使用に関する特定の考慮事項が含まれている。 

 

付録 

16. 付録は、適用指針やその他の解説資料と同じ規範性を持つ（すなわち、基準の一部を構成す

る）。各付録の目的及び使用意図は、付録の表題又は序文で説明している。各付録は、監査人

がリスク評価手続を立案し実施する際に、有用な指針を提供することを目的としている。 

17. ISA 315（2019年改訂）では、監査人が当該基準で要求される手続を実施する際に役立つと考

えられ、企業により直接関係する事項をさらに説明するために、付録が主に使用される。これ

に対し、要求事項をどのように適用するかについて、監査人の行為により直接関連する事項は、

適用指針に含まれる。 

18. 企業に関する様々な事項が、ISA 315（改訂）の適用指針から付録に以下のように移された。 

(a) 企業及びビジネスモデルの理解に関する事項（付録１） 

(b) 企業の内部統制システム（付録３）の側面を理解すること、及び 

(c) 企業の内部監査機能を理解するための考慮事項（付録４） 

 

 
FAQを参照：重要な虚偽表示

リスクの識別と評価における

自動化されたツールや手法の

使用」（重要な虚偽表示リス

クの識別と評価におけるATT

の使用に関する質問と回答を

示す） 

https://www.iaasb.org/publications/non-authoritative-support-material-using-automated-tools-and-techniques-when-identifying-risks
https://www.iaasb.org/publications/non-authoritative-support-material-using-automated-tools-and-techniques-when-identifying-risks
https://www.iaasb.org/publications/non-authoritative-support-material-using-automated-tools-and-techniques-when-identifying-risks
https://www.iaasb.org/publications/non-authoritative-support-material-using-automated-tools-and-techniques-when-identifying-risks
https://www.iaasb.org/publications/non-authoritative-support-material-using-automated-tools-and-techniques-when-identifying-risks
https://www.iaasb.org/publications/non-authoritative-support-material-using-automated-tools-and-techniques-when-identifying-risks
https://www.iaasb.org/publications/non-authoritative-support-material-using-automated-tools-and-techniques-when-identifying-risks
https://www.iaasb.org/publications/non-authoritative-support-material-using-automated-tools-and-techniques-when-identifying-risks
https://www.iaasb.org/publications/non-authoritative-support-material-using-automated-tools-and-techniques-when-identifying-risks


ISA 315（2019年改訂）「重要な虚偽表示リスクの識別と評価」 初度適用ガイド 

 9 / 31 

19. さらに、基準の実施を支援するために、幾つかの新しい付録が作成された。 

 

付録番号 題名 内容 

2 固有リスク要因の把握 • ISA 315（2019年改訂）に含まれる固有リ

スク要因（すなわち、固有のリスクに影響

を与える限りにおいて、複雑性、主観性、

変化、不確実性及び経営者の偏向又は他の

不正リスク要因による虚偽表示の生じやす

さ）のそれぞれがどのように生じるかを説

明する。 

• 重要な虚偽表示リスクの存在を生じさせ

る可能性のある事象又は状況の例を示し

ている。 

5 情報技術を理解するた

めの考慮事項 

内部統制システムにおける企業のＩＴの利用を理

解する上で、監査人が考慮すべき追加的事項を提

供するものである。 

• 企業の内部統制システムの構成要素にお

ける企業のＩＴの利用を理解する際に考

慮すべき事項 

• 複雑さの異なる情報システムの典型的な特

徴を示す例 

• 適用の柔軟性に関する考慮事項 

• ＩＴの利用により生じるリスクの影響を

受けるＩＴアプリケーションを識別する

ための支援資料 

6 ＩＴ全般統制を理解するた

めの考慮事項 

監査人がＩＴ全般統制を理解する際に考慮すべ

き事項を提供するために開発されたもので、以

下のようなものがある。 

• ＩＴ全般統制のあり方の説明。 

• ＩＴ全般統制が存在する可能性のある

例。 

• ＩＴ全般統制が、ＩＴの使用から生じ

るリスクの例にどのように対処しうる

かの例（それぞれの性質に基づく異な

るＩＴアプリケーションの場合を含

む）。 

 

監査人の目的 

20. 重要な虚偽表示リスクを識別し評価する手続を実施する際の監査人の総括

的な目的は、従来と同様、不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識

 
第11項 
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別し評価すること、すなわち、財務諸表及びアサーション・レベルにより、

評価された重要な虚偽表示リスクに対する対応策を立案し、実施するため

の基礎を提供することである。 

 

 

ISA 315（2019年改訂）における新しい定義と概念 

21. 要求事項を明確にするために、いくつかの新しい定義が導入された。これ

らの新しい定義は、本書の該当する箇所（濃い青色の枠内）に記載されて

いる。また、定義が改訂された場合は、その内容も説明している。 

22. また、リスクの識別と評価を支援するために、固有リスクの分布
11
 などの新しい概念も導入さ

れ、本書で関連する部分について説明している（下記第84項(b)参照）。 

 

 

リスク評価手順と関連活動の変更点 

リスク評価の手順-内容と範囲 

23. リスク評価手続の実施の目的は、重要な虚偽表示リスクの識別と評価及び

その対応について適切な基礎を提供することであることが明確化された

（ISA 315（2019年改訂）第13項参照）。 

24. また、改訂後の基準では、リスク評価手続を実施する際に入手する証拠は監査証拠であること

が強調されている。この変更の意図は、監査人が、評価した重要な虚偽表示リスクに対応する

ために、その後、実施すべき事項の内容と範囲を監査人が理解すること、すなわち、監査人の

意思決定の適切な根拠となる十分な証拠が必要であるということの理解を支援することにある。 

25. また、リスク評価手続は、裏づけとなる監査証拠を入手する、又は矛盾する監査証拠

を排除するといった偏りのない方法で立案されなければならないことを強調し、職業

的専門家としての懐疑心という重要な概念が、リスク評価手続の実施に関する要求事

項においてより広く強化された。 

 

他の情報源からの情報 

26. 内容は広範に変更されているが、業務の受入や継続手続から得られる情報

を考慮することや、業務執行責任者が顧客のために他の業務を行っている

場合に関する要求事項には変更がない。 

27. また、監査人は、企業に関する過去の経験や過去の監査から得た情報を考慮する必要があるが、

情報の目的適合性を考慮するだけでなく、当該情報の信頼性も考慮しなければならなくなった。 

 

監査チーム内の討議 

28. 監査チーム内の討議で議論すべき事項や、討議に参加していない監査チー

ムメンバーへの伝達の必要性は、これまでとほぼ同様である。 

 

 

 

 

11 ISA 315（2019年改訂）第５項 

 
第12項 

 
第13項 

 
第15項及び 

第16項 

 
第17項及び 

第18項 
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必要な理解度の変更 

 

新たな関連

する定義 

説明 その他の解説資料 

固有リスク 

要因 

統制を検討する前に、取引の

種類、勘定残高又は注記事項

に関するアサーションについ

て、不正又は誤謬によるもの

かどうかの虚偽表示の生じや

すさに影響を与える事象又は

状況の特性。このような要因

は、定性的又は定量的であ

り、固有リスクに影響する限

りにおいて、複雑性、主観

性、変化、不確実性、経営者

の偏向やその他の不正リスク

要因12による虚偽表示の生じ

やすさなどが含まれる。 

固有のリスク要因は、定性的又は定量的な要

因であり、アサーションにおける虚偽表示の

生じやすさに影響を及ぼす。適用される財務

報告の枠組みで要求される情報の作成に関連

する定性的な固有のリスク要因には、以下が

含まれる。 

• 複雑性 

• 主観性 

• 変化 

• 不確実性 

• 経営者の偏見又はその他の不正リスク

要因が固有リスクに影響を及ぼす場合

における虚偽表示の生じやすさ(A7項) 

取引の種類、勘定残高又は注記事項に関する

アサーションの虚偽表示の生じやすさに影響

を及ぼすその他の固有リスク要因には、以下

のようなものがある。 

• 取引種類、勘定残高又は注記事項に係

る量的又は質的重要度 

• 取引種類又は勘定残高を通じて処理さ

れる項目若しくは注記事項に反映され

る項目の構成に一定の規模があるこ

と、又は一貫性がないこと。(A8項) 

29. ISA 315（2019年改訂）では、監査人の理解のために大きく分けて三つの領域が設けられている。 

• 企業及び企業環境 

• 適用される財務報告の枠組み 

• 企業の内部統制システム 

従前のISA 315(改訂)では、適用される財務報告の枠組みは個別に区別されていなかった（企

業及び企業環境の理解の一部として含まれていた）。現在、これは分離され、明確な焦点が当

てられている。 
 

12 ISA 240のA24項からA27項 
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企業及び企業環境の理解の変化 

30. 企業が活動する環境の進化と複雑化を認識するために、企業とその環境に

ついての理解には、企業のビジネスモデルに関連する側面が重視されるよ

うになった。（ISA 315（2019年改訂）のA62項～A67項を参照）。この焦点

は、企業がどのように業績を測定しているかについての監査人の理解も含

むように拡張されている。これらの変更は、監査人が経営者の視点から企

業がどのように運営され、業績を測定しているかを真に理解することによ

り、重要な虚偽表示リスクがどこに生じ得るかを監査人がより良く理解で

きるようにすることを意図している。 

31. 監査人による固有リスク要因の考慮は、企業及びその環境の理解を得る際に初めて導入される

（本書の34項参照）。 

 

適用される財務報告の枠組みを理解する際の変更点 

32. 重要な虚偽表示リスクは、経営者が財務報告の要求事項を企業の状況に適

用することにより明らかになる。そのため、ISA 315(2019年改訂）では、

この点が監査人にとってますます重要な分野になってきており、そのこと

は、適用される財務報告の枠組みが企業の状況に応じてどのように適用さ

れるか次第で、重要な虚偽表示リスクが生じる可能性があることによる。 

33. 適用される財務報告の枠組みがどのように適用されるかは、固有リスク要因（下記参照）、要

求事項を解釈・適用する者の能力、及び要求事項を適用するために必要な解釈の量など多くの

要因によって影響される可能性がある。これらの要因の一部又は全部は、適用される財務報告

の枠組みを適用する際に、重要な虚偽表示リスクとなる可能性がある。 

 

固有リスク要因 

34. 固有リスク要因の意図は、監査人が固有リスクを理解することを助け、ア

サーションの虚偽表示の生じやすさに影響を与える事象又は状況の側面に

焦点を当てることを支援することである。ISA 315（2019年改訂）の付録２

は、各固有リスク要因を説明し、財務諸表の重要な虚偽表示リスクの存在

を示す可能性のある事象や状況の例を示している。 

固有リスク要因を考慮する際に監査人が参考とするために、その導入理由を説明するなどの適

用指針が追加されている（ISA 315（2019年改訂）A85項～A89項参照）。 

35. 「～を考慮する」とは、監査人が状況を判断する際に、意識的に何かを考えることを示す。つ

まり、要求される理解を得る際に、監査人は、固有リスク要因が企業の財務報告にどのような

影響を及ぼすかを積極的に考えるが、固有リスク要因が該当する場合にのみ措置を講じるとい

うことである。ただし、監査人は、アサーション・レベルの重要な虚偽表示リスクを識別し評

価する際に考慮した全ての固有リスク要因を文書化する必要はない（ISA 315（2019年改訂）

A241項を参照）。 

36. 企業及び企業環境、並びに適用される財務報告の枠組みを理解する際に、固有リスク要因を考

慮することは、より焦点を絞った強固なリスクの識別を促進することを意図している。したが

って、監査人が企業及び企業環境を理解する際に固有リスク要因を考慮することは、虚偽表示

リスクを識別するために役立つ可能性がある。 

37. 監査人は、企業及び企業環境に関連する理解すべき事項を把握する際に、固有リスク要因を用

いて、入手した情報と財務諸表の重要な虚偽表示リスクが存在する可能性のある領域との関連

性を導き出すことができる。 

 
第19項 

 
第20項 

 
第19項(c)及び 

第31項(a) 
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38. 適用される財務報告の枠組みを適用することにより、どこに虚偽表示が生じうるかの識別を支

援するため、財務報告の枠組みに重要な虚偽表示の可能性が生じる側面があるかどうかを考慮

する際に、固有リスク要因も考慮することが求められている。例えば、会計上の見積りに関し

て適用される財務報告の枠組みでの要求事項は、経営者が将来についての仮定を使用して会計

上の見積りを形成する際に判断を要求する場合がある。場合によっては、これらの見積りには

重要な不確実性が伴うことから計算が複雑になる可能性があり、その場合、財務諸表における

会計上の見積りに関連する複雑性、主観性及び不確実性という固有リスク要因が関連する。そ

の結果、会計上の見積りの中に重要な虚偽表示リスクが識別される可能性がある。 

39. また、固有リスク要因は、監査人が固有リスクを評価する際に考慮される。監査人は、固有リ

スクを評価する際に固有リスク要因を考慮することにより、固有リスク要因が関連するアサー

ションの虚偽表示の生じやすさにどの程度影響を及ぼすかを考慮する（すなわち、アサーショ

ン・レベルの重要な虚偽表示リスク（複数もあり得る）に対する固有リスクの評価が固有リス

クの分布において高くすべきか低くすべきかの監査人の考慮を助けることができる。）。 
 

企業の内部統制システムの理解に関する変更点 

 

新たな関連する定義 説明 その他の解説資料 

 内部統制（controls） 経営者又はガバナンスに責

任を有する者の統制目標を

達成するために、企業が策

定する方針又は手続。この

文脈では 

(i) 方針とは、統制を遂行

するために企業内です

べきこと、又はすべき

ではないことを示すも

のである。このような

ものは、文書化されて

いることもあれば、伝

達の中で明示的に述べ

られていることもあ

り、行為や意思決定を

通じて黙示的に示され

ていることもある。 

内部統制は、企業の内部統

制システムの構成要素に組

み込まれている。(A２項) 

方針は、企業構成員の行為

を通じて実現されるが、そ

のような方針とは相反する

ような行為を抑制すること

によっても実現される。(A

３項) 

手続は、正式な文書によっ

て規定されている場合もあ

れば、経営者やガバナンス

に責任を有する者によって

伝達されることもある。ま

た、強制されてはいない

が、企業文化によって当然

のこととされた行為からも

たらされる場合もある。 

 



ISA 315（2019年改訂）「重要な虚偽表示リスクの識別と評価」 初度適用ガイド 

 14 / 31 

 

新たな関連する定義 説明 その他の解説資料 

 (ii)手続とは、方針を実現す

るための行為である。 

手続は、企業が利用するⅠT

アプリケーションや企業の

ⅠT環境の他の側面で許可さ

れた行為を通じて実行され

る場合がある。(A４項) 

内部統制には、直接的なも

のと間接的なものがある。

直接的な内部統制は、アサ

ーション・レベルの重要な

虚偽表示リスクに対応する

のに十分な精度を有した内

部統制であり、間接的な内

部統制は、直接的な統制を

支援する内部統制である。

(A５項) 

40. 企業の内部統制システムを理解するためのアプローチは、

ISA 315（改訂）で求められていたものと概ね同じ（すなわ

ち、内部統制システムの５つの構成要素を理解する）だが、

この理解が構成要素ごとに何を意味するのかについては多く

の変更がされている。ISA 315（2019年改訂）の適用指針で

は、企業の内部統制システムの様々な構成要素の理解がなぜ

必要なのかを説明している（A97項からA98項及びA124項から

A125項を参照）。 

41. IAASBは、「理解を得る」ために何が必要かを明確にするための努力の一環として、各構成要

素の要求事項を首尾一貫した方法、すなわち表形式で提示することにした。この表の意図は、

各表の要求事項を共に読むべきであるということである。監査人は、表の左側と右側の要求事

項を実行することにより、表の１行目に示された要求事項の目的を達成する。この表示は、監

査人がこれらの要求事項を監査対象企業の性質や状況に適用することを助けるためのものであ

る。しかし、表形式を取り除き、要求事項をより直線的に読むことも可能であり、その場合で

も意図する結果は同じである。 

42. 内部統制システムの各構成要素の表中の要求されている理解度は、必要な理解を得るために行

うべき主要な二つの側面を区分することを意図している。 

(a) 当該構成要素に関連し、監査人が知っておくべき事項。 

(b) 当該構成要素と企業の性質及び状況との関連において、それらの事項を評価すること。

統制活動の構成要素については、この評価が若干異なり、本書の第59項においてさらに

説明されている。関連する構成要素について評価を行う際には、ISA 315（2019年改訂）

A92項に記載されている適用の柔軟性、すなわち、企業の内部統制のシステムが設計、

実施、維持される方法がその規模や複雑さによって異なる点について留意する必要があ

る。例えば、それほど複雑でない企業は、目的を達成するために、より組織化されてい

ない、あるいはより単純な内部統制を用いることがある（そしてそれがその企業にとっ

監査人は、企業の内部統制 

システムの５つの構成要素を

理解する必要がある。 
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て適切である場合もある）。 

43. 特定の概念や用語に言及する際に、様々な明確化が行われている。その意図は、これらの用語

が一貫して使用され、その概念や用語を適用する際に何を意味するのか混乱が生じないように

することである（同じ原則が、適合修正にも適用される。）。 

(a) 企業の内部統制システム - ISA 315（2019年改訂）第12項（m）の定義に記載されている

五つの構成要素からなるシステム全体を指す。 

(b) 内部統制 - 上記の新しい定義を参照。内部統制とは、企業の内部統制システムの構成要

素に組み込まれた方針及び手続をいう。ISA 315（2019年改訂）は、これらが確立されて

いない、又は明文化されていなくても、伝達を通じて明らかであったり、行為や意思決

定を通じて黙示的に示されていたりする場合があることを認めている。ISA 315（2019年

改訂）のA156項からA157項では、内部統制がより確立されたものでない方法（例えば、

オーナー経営者による直接的な関与など）で機能する場合や、それほど複雑ではない企

業の監査に対する考慮事項を定めている。しかし、一部の企業における方針及び手続が

確立されていない場合であっても、（企業の内部統制システムの各構成要素の要求事項

を満たすために必要な範囲で）それらの方針及び手続を理解することは、重要な虚偽表

示リスクの識別と評価及びそれに対する対応への情報となるため必要である。
13
 

(c) 「識別された内部統制」-この用語は、参照されている内部統制が統制活動の構成要素

において識別が要求されているものであることを際立たせるために使用される。 

(d) 統制活動－この用語は、識別すべき具体的な個々の統制を定めた内部統制システムの構

成要素の名称を表すためにのみ使用され（すなわち、それ以外の「統制活動」という用

語は除外されている）、監査人は、内部統制が有効に設計されているかどうかを評価し、

当該内部統制が実施されているかどうか（以下「 D＆ I」（訳注： Design and 

Implementation）という。）を判定することが求められる。 

(e) 間接的な内部統制 - アサーション・レベルでの虚偽表示を防止、発見又は修正するのに

十分な精度ではないが、他の内部統制を支援することで、これらの内部統制が適切に機

能することに「間接的」な影響を与える内部統制（ISA 315（2019年改訂）のA95項及び

A96項を参照） 

(f) 直接的な内部統制 - アサーション・レベルの虚偽表示を防止、発見又は修正するために

十分な精度を有する内部統制（ISA 315（2019年改訂）A95項及びA123項を参照） 

 

内部統制システムの間接的構成要素と直接的構成要素の区別 

44. 内部統制の五つの構成要素は、各構成要素内の内部統制の性質に

合わせて２種類に分けられ、監査人による重要な虚偽表示リスク

の識別と評価、及び評価したリスクへの対応に影響を及ぼす場合

がある。 

 

 

 

 

 

 

 

13 ISA 315（2019年改訂）のA17項 

 
A95項、A96項 

及びA123項 
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(a) 統制環境、企業のリスク評価プロセス、企業の内部統制システムを監視するプロセスの

構成要素では、統制は主に間接的な統制である（直接的な統制もあるかもしれないが、

これらの構成要素では可能性が低い）。 

(b) 情報システムと伝達及び統制活動の各構成要素では、内部統制は主に直接的な内部統制
である。 

 

 
 

45. 間接的な内部統制は、直接的な内部統制の有効性に影響を与える（例えば、統制環境は内部統

制システム全体の基礎であり、それが期待通りに機能していなければ、企業の全ての内部統制

の有効性に影響を与えることになる。）。ISA 315（2019年改訂）のA97項からA98項及びA124

項からA125項では、内部統制システムの全ての構成要素の理解が求められる理由を更に説明し

ている。 

46. 内部統制システムの構成要素のうち、主に直接的な内部統制を含む構成要素（すなわち、情報

システムと伝達及び統制活動）に関して、具体的に何を行う必要があるかが、改訂基準におい

てさらに明確にされた。また、企業の内部統制システムに関連するＩＴの理解も明確化され、

強化されている（後述「ＩＴに関する考慮事項」のセクション参照）。 

 

内部統制システムの各構成要素における個別の変更点 

47. 各構成要素は、「何を」理解すれば（内部統制システムの各構成要素の要求事項については表

の左側）、表の右側の必要な評価とともに、関連する理解を「得た」ことになるのかを明確に

するように改訂されている。 

48. 企業の内部統制システムの各構成要素について評価が必要な場合、その目的は、（企業の事業

内容と状況に照らして）当該構成要素に、監査人の重要な虚偽表示リスクの識別と評価（及び

ISA 330に準拠したリスク対応手続の立案）に影響を及ぼす可能性のある不備があるかどうか

を判断することである。識別した不備があるかどうかを判断するという要求事項は、企業の内

部統制システムを理解するために実施した全ての作業を対象とするようになっている（ISA 

315（2019年改訂）第27項参照）。 

「間接的」な内部統制

統制環境、リスク評価プ
ロセス、監視プロセス

財務諸表全体レ
ベルのリスク

主な 影響

「直接的」な内部統制

情報システム

統制活動で識別
された内部統制

アサーション・
レベルのリスク

識別された内
部統制にD&I

主な 影響
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統制環境 

49. 統制環境について理解することが求められる具体的な事項が、従来は適用

指針でその一部のみに言及されていたものが、要求事項（ISA 315（2019年

改訂）第21項(a)）に含まれるようになった。 

構成要素の評価についても、評価すべき事項がより具体的になり、ISA 315（2019年改訂）の

A103項では、なぜ評価が必要なのかが説明されている（また、統制環境の基礎的性質が強調さ

れている）。 

 

企業のリスク評価プロセス 

50. 企業のリスク評価プロセスについて把握すべき具体的な事項は、ISA 315 

（改訂）で求められているものと同様だが、企業の事業内容及び状況を考慮

し、企業が設定したプロセスを評価することが求められるようになった（上

記、42項(b)で説明）。ISA 315（2019年改訂）のA111項では、企業が発生可能性のあるリスク

をどの領域で識別し、当該リスクをどのように評価し対処したのかを理解するのに役立つこと

を含め、監査人が企業のリスク評価プロセスが適切かどうかを評価する理由が説明されてい

る。 

 

内部統制システムを監視する企業のプロセス 

51. これは、企業が内部統制システムを監視するプロセスに焦点を当てたもの

で、これまでは企業が内部統制を監視するために利用する主要な活動の理

解であった。内部統制の他の構成要素と同様、ISA 315（2019年改訂）で

は、企業の事業内容と状況を考慮し、企業が設定したプロセスの評価も求められるようになっ

た（上記42項(b)で説明）。ISA 315（2019年改訂）のA120項では、企業が内部統制を監視する

ために利用する情報源を考慮することは、プロセス自体が当該企業にとって適切であるかどう

かを理解するのに役に立つと説明している。 

 

情報システムと伝達 

52. 理解すべき範囲を明確にするために、ISA 315（2019年改訂）では、重要な

取引種類、勘定残高又は注記事項に関連する情報処理活動を理解すること

が求められている、としている。 

重要な取引種類、勘定残高又は注記事項の決定については、本基準の後段でのみ述べられてい

るが、監査人は、企業及び企業環境並びに適用される財務報告の枠組みを理解するために実施

したリスク評価手続に基づき、重要な取引種類、勘定残高又は注記事項を暫定的に識別するこ

とがある。後の段階での判断の結果、重要な取引種類、勘定残高又は注記事項が追加される

（又は異なる）場合には、監査人は、情報システムの当該部分について関連する理解を得る必

要が生じる。 

53. ISA 315（2019年改訂）では、データや情報の理解に加えて、情報システム内の経営資源も含

めることが求められるようになった。ISA 315（2019年改訂）A133項では、関連し得る人的資

源に関する側面（業務の担当者の能力、十分な人材が存在しているか、適切な職務分離が行わ

れているかなど）を取り上げている。ＩＴ資源と関連する事項については、以下で別途説明す

る。 

 
第21項 

 
第22項 

 
第24項 

 
第25項 
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54. 監査人の理解は、質問、閲覧、観察、又は情報システムにおいて取引の開始から財務諸表に反

映されるまでを追跡すること（すなわち、ウォークスルーの実施）により得られると、適用指

針では定めている（ISA 315（2019年改訂）A136項を参照）。 

55. 総勘定元帳及び補助元帳以外から入手した情報（特に注記に関連する情報）に焦点を当てるこ

とはこれまでと同様である（ISA 315（2019年改訂）のA138からA139項を参照）。 

56. 内部統制システムの当該構成要素はまた、企業の情報システムと伝達が企業の財務諸表の作成

を適切に支援しているかどうかの評価も必要としている（上記42項(b)で説明）。 

 

統制活動 

57. 統制活動は、監査人が識別し、それについてD＆Iを実施することが要求さ

れる特定の内部統制を取り上げるようになった。これまではこの構成要素

の目的のために理解することが要求される内部統制は、企業の内部統制シ

ステム全体に対する理解に基づくより包括的なものであったが、どの内部

統制の理解が求められているか（これらの内部統制にのみD＆Iが求められていることを含む）

が明確にされている。 

58. ISA 315（2019年改訂）第26項(a)(i)から(iv)により識別が要求される内部統制を以下に示す。 

(a) 特別な検討を必要とするリスクに対応する内部統制（下記、86項-89項参照）。 

(b) 仕訳入力に関する内部統制（下記第60項から第63項参照）。 

(c) 監査人が最も効率的な監査手法であると判断したため、又は実証手続だけでは十分かつ

適切な監査証拠を入手できないため、内部統制の運用評価手続の実施を計画している内

部統制（当該内部統制の例は、ISA 315（2019年改訂）のA163項に記載）。 

(d) 監査人が職業的専門家の判断に基づいて評価することが適切と考えるその他の内部統制

（下記64項参照）。 

59. ISA 315（2019年改訂）のA175項からA179項では、D＆Iを実施する際の監査人の手続について

さらに説明している。監査人は、（統制活動の中の）特定の内部統制を識別し、これらの内部

統制についてD＆Iを実施することが求められている。これは、特定のリスクに対処する経営者

のアプローチについての監査人の理解を支援し、その結果、ISA 330が要求する当該リスクに

対応したリスク対応手続の立案及び実施の基礎となるためである。A180項では、「運用状況の

有効性の評価」としてD＆Iが十分である状況（すなわち、自動化された内部統制）を説明して

いる。 

 

仕訳入力に関する内部統制 

60. ISA 315（2019年改訂）の第26項(a)(ii)（統制活動）では、監査人

に、「非経常的な取引や通例ではない取引の仕訳、又は修正仕訳と

いった非定型的な仕訳を含む、仕訳入力に関する内部統制」を識別

することを要求している。 

 
第26項 

 

 
第26項(a)(ii) 
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61. ISA 315（2019年改訂）第26項(a)(ii)
14
の内部統制を識別する目的に関連する仕訳を決定する

ために、職業的専門家の判断が用いられる。著しく自動化されたプロセスが存在する今日の環

境では、監査人は、ISA 315（2019年改訂）第26項(a)(ii)の目的に照らして着目する必要があ

るこれらの仕訳項目に関する内部統制を識別する必要があるだろう。 

62. ISA 315（2019年改訂）第25項では、重要な取引種類、勘定残高又は注記事項について、「取

引の開始から、それに関する情報の記録、処理、必要に応じた修正、総勘定元帳への取り込み、

財務諸表での報告に至るまでの流れ」を含む「財務諸表の作成に関する企業の情報システムと

伝達を理解」することを監査人に要求している。
15
この要求される理解を得るにあたり、監査

人は、取引がどのように処理されているかについての知識を得ているため、仕訳が定型的か非

定型的か、自動か手作業かにかかわらず、仕訳とその仕訳に対する内部統制を識別することが

できるようになるはずである。したがって、仕訳とそれに関連する内部統制を識別することは、

情報システムを含む企業の事業内容と状況に基づく判断となる 

63. 第26項(a)(ii)では、アサーション・レベルの重要な虚偽表示リスクに対応し、未承認の又は

不適切な介入や操作の可能性がある仕訳の内部統制に焦点を当てている。これらの内部統制に

は以下のものが含まれる。 

(a) 非定型的な仕訳入力に関する内部統制－仕訳が自動又は手作業で行われ、非経常的で通

例ではない取引や修正のために使用される場合。 

(b) 定型的な仕訳入力に関する内部統制－仕訳が自動又は手作業で行われ、未承認の又は不

適切な介入や操作の可能性がある場合。これは、自動化された仕訳の場合、例えば、適

切な権限を持たない個人がソースコードにアクセスしたり、設定に不適切な変更を加え

たりすることができる（すなわち、自動化されてはいるが、仕訳が操作される可能性が

ある）ために発生する可能性がある。逆に、自動化された標準的な仕訳項目に関する内

部統制、例えば、総勘定元帳に直接かつ経常的に処理される、システムにより生成され

る仕訳に関する内部統制は、未承認の又は不適切な介入や操作の可能性がほとんどなく、

したがって、アサーション・レベルの重要な虚偽表示リスクを生じさせないと判断され

る場合には、第26項(a)(ii)に焦点を当てる必要はないであろう。 

 

監査人が評価することが適切であると考えるその他の内部統制 

64. ISA 315（2019年改訂）のA165項では、「監査人の判断に基づいて

識別すべきその他の内部統制」には、以下のものが含まれる場合

があると説明している。 

 

 

 

 
14  ISA 315（2019年改訂）第26項（a）（ii）は、企業の内部統制システムの理解の一環として理解することが求め

られる仕訳入力に関する内部統制に関するものである。ISA 315（2019年改訂）第26項(a)(ii)は、不正と誤謬の

双方に対応し、アサーション・レベルの重要な虚偽表示リスクに対応する仕訳入力に関する内部統制に焦点を当

てたものである。ISA 240第33項(a)は、監査人に仕訳の適切性を検証することを要求しており、特に不正による

重要な虚偽表示リスクに焦点を当てている。ISA 240の要求事項は、仕訳の検証を対象としており、経営者によ

る内部統制を無効化するリスクに対応するものである。 

15  ISA 315（2019年改訂）第25項(a)(i) 

 
第26項(a)(iv) 



ISA 315（2019年改訂）「重要な虚偽表示リスクの識別と評価」 初度適用ガイド  

 20 / 31 

(a) 固有リスクの分布において、相対的に高いと評価されたリスク（特別な検討を必要とす

るリスクとは判断されていないもの）に対応する内部統制 

(b) 総勘定元帳と明細の調整に関する内部統制 

(c) 受託会社を利用している場合の、企業の相補的な内部統制 

 

内部統制の不備 

65. 内部統制の不備は、企業の内部統制システムの各構成要素を理解する際に 

識別される場合がある（特に、必要とされる様々な評価を通じて、企業の方針 

又は手続が企業の性質及び状況に対して適切でないことが発見される場合があ

る）。ISA 315（2019年改訂）の適用指針A182項では、監査人は、識別したこれらの不備がISA 

330において監査人が実施するリスク対応手続に及ぼす影響（すなわち、不備が監査アプロー

チに与える影響）を検討する場合があると説明している。 

66. さらに、ISA 265 16に基づき、監査人は、1つの不備又は複数の不備の組合せが重要な不備に該

当するかどうかを判断することが求められている（ISA 265でさらに詳しく説明されている）。 

 

ＩＴに関する考慮事項 
 

 

新しい関連する 

定義 

説明 その他の説明資料 

ＩＴ全般統制 ＩＴ環境の継続的かつ適切な運用を支援

する企業のＩＴプロセスに係る内部統制

のことをいう。ＩＴ環境の継続的かつ適

切な運用には、継続して有効に機能する

情報処理統制、及び企業の情報システム

内の情報のインテグリティ（すなわち、

情報（データ）の網羅性、正確性、正当

性）の確保が含まれる。ＩＴ環境の定義も

参照。 

N/A 

情報処理統制 情報のインテグリティ（すなわち、取引

及びその他の情報（データ）の網羅性、

正確性、正当性）のリスクに直接対応す

る、企業の情報システムにおけるＩＴア

プリケーションの情報処理又は手作業に

よる情報処理に関連した内部統制をい

う。 

情報のインテグリティに対す

るリスクは、企業の情報シス

テムにおける情報の流れ、記

録及び報告に係るプロセスを

規定する企業の情報に関する

方針が有効に適用されないこ

とに影響を受ける。 

 

 

16 ISA 265「ガバナンスと経営に責任を負う者への内部統制の欠陥の伝達」 

 
第27項 
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新しい関連する 

定義 

説明 その他の説明資料 

  情報処理統制は、企業の情報

に関する方針が有効に適用さ

れるための処理又は手続であ

る。情報処理統制は、自動化

されている場合（すなわち、

ＩＴアプリケーションに組み

込まれている。）と手作業の

場合（例えば、インプット又

はアウトプットに係る内部統

制）があり、他の情報処理統

制やＩＴ全般統制を含む他の

内部統制に依拠することがあ

る(A6項)。 

ＩＴ環境 ＩＴアプリケーション及びそれを支援する

ＩＴインフラストラクチャーをいい、ＩＴ

プロセスやＩＴプロセスに関わる要員も含

まれる。企業は、これらを業務の支援や事

業戦略を達成するために利用する。本報告

書の目的において、ＩＴ環境に関連する事

項は以下のとおりである。 

(i) ＩＴアプリケーションは、取引若し

くは情報の開始、処理、記録及び報

告などにおいて使用されるプログラ

ム又は一連のプログラム群のことで

ある。ＩＴアプリケーションには、

データウェアハウスとレポートライ

ターも含まれる。 

(ii) ＩＴインフラストラクチャーは、ネ

ットワーク、オペレーティング・シ

ステム、データベース、そして、こ

れらに関連するハードウェアとソフ

トウェアから構成される。 

(iii) ＩＴプロセスとは、ＩＴ環境へのア

クセスの管理、プログラムの変更又

はＩＴ環境に対する変更の管理及び

ＩＴ業務の管理をするための企業の

プロセスをいう。 

N/A 

ＩＴの利用から生じ

るリスク 

企業のＩＴプロセスにおける内部統制のデ

ザイン若しくは運用が有効でないことによ

り、情報処理統制が有効にデザイン若しく

は運用されない可能性又は企業の情報シス

テム内の情報のインテグリティ（すなわ

ち、取引及びその他の情報（データ）の網

羅性、正確性、正当性）に対し引き起こさ

れるリスクをいう（「ＩＴ環境」を参

照）。 

N/A 
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67. ISA 315（2019年改訂）では、ＩＴに関する監査人の考慮事項に関する要求事項及び適用指針

が大幅に変更・強化された。これは、多くの企業におけるＩＴの利用及び複雑性の増加を考

慮したものである。ISA 315（2019年改訂）のA170項では、ＩＴ全般統制をどの程度業務に適

用しているかの理解を含め、ＩＴプロセスに対する監査人の理解の範囲は、企業とＩＴ環境

の性質及び状況、並びに監査人が識別した内部統制の内容及び範囲により異なると説明して

いる。また、企業のＩＴ環境やＩＴシステムが複雑になるほど、実施される作業には、ＩＴ

の専門的なスキルを有するチームメンバーが関与する可能性が高いことにも留意が必要であ

る。
17
 また、特にＩＴシステムが複雑でない場合には、適用の柔軟性も重視されている。下記

73項の詳細な説明を参照のこと。 

68. ＩＴに関する主な変更点は、監査人に求められる情報システム及び統制活動の理解にあるとい

えるだろう。 

69. 情報システムを理解するために、大きく分けて、以下のようなＩＴの側面を理解することが求

められている。 

(a) 情報システムに関連するＩＴ環境（新たに定義されたもの（上記の新しい定義を参

照））。ISA 315（2019年改訂）のA140項からA141項では、この理解が必要な「理由」を

説明している。 

(b) 企業のＩＴの利用状況（情報システムにおける取引の流れや情報処理に関連するＩＴア

プリケーションなど）。ISA 315（2019年改訂）のA142項からA143項では、情報システム

の理解を得る際の、ＩＴの利用に関する監査人の理解について、さらに詳しく説明して

いる。 

70. 監査人は、統制活動における識別された内部統制（すなわち、上記58項に定める内部統制）に

ついて、ＩＴの利用から生じるリスク18（上記のＩＴの利用から生じるリスクに関する新しい

定義を参照）の影響を受けるＩＴアプリケーション及び関連するその他のＩＴ環境を識別する

ことのみが要求されている。これらの識別された内部統制は、情報のインテグリティ（すなわ

ち、取引及びその他の情報（データ）の網羅性、正確性、正当性）に直接対応する情報処理統

制（新しく定義されたもの。上記の新しい定義を参照）に焦点を当てている。
19,20 そこから、

監査人は、関連するＩＴの利用から生じるリスクと、そのリスクに対応する企業のＩＴ全般統

制21（ＩＴ全般統制は新たに定義されたものであり、上記の新しい定義を参照）を識別するこ

とが要求される。これらの「識別された」ＩＴ全般統制に対して、D＆Iが要求される。 

71. ISA 315（2019年改訂）のA166項〜A174項に定める適用指針では、ＩＴアプリケーション、そ

の他のＩＴ環境及び関連するＩＴの利用から生じるリスクの識別についてさらに説明している。

ISA 315（2019年改訂）の付録５では、ＩＴアプリケーション及び関連するその他のＩＴ環境

の特徴の例示並びにそれらの特徴に関するガイダンスも提供している。付録６ではさらに、

「ＩＴ全般統制を理解するための考慮事項」を説明している。 
 

 
17  ISA 315（2019年改訂）のA171項 
18  ISA 315（2019年改訂）第26項(b) 
19  ISA 315（2019年改訂）のA148項 
20  監査人は、重要な取引種類、勘定残高又は注記事項に関する取引の流れやその他の情報処理活動を定めた企業の

方針に関連する全ての情報処理統制を識別し、評価することは求められていない（ISA 315（2019年改訂）A148

項）。 
21  ISA 315（2019年改訂）第26項(c) 
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72. D＆Iの対象となるＩＴ全般統制（例えば、ISA 315（2019年改訂）第26項(a)(i)～(iv)で識別

される内部統制（仕訳入力に関する内部統制など）に関連するＩＴ全般統制）の識別を支援す

る適用指針では以下が説明されている。 

(a) 監査人が識別した内部統制は、システムにより生成された情報に依拠する場合があり、

その情報を生成するアプリケーションはＩＴの利用から生じるリスクの影響を受けるこ

とがあることを説明している。あるいは、監査人は、システムにより生成された情報に

対する内部統制に依拠せず、その情報のインプットとアウトプットを直接検証すること

を計画する場合もある。この場合、監査人は関連するＩＴアプリケーションを、ＩＴの

利用から生じるリスクの影響を受けるＩＴアプリケーションとして識別しない場合があ

る（ISA 315（改訂2019）のA169項参照）。仕訳入力に関する内部統制の性質によっては、

直接検証できる内部統制の組合せがある場合や、監査人が自動化された内部統制を直接

検証するのではなく、自動化された内部統制の一貫した運用を支援するＩＴ全般統制の

検証を計画する場合もある。 

(b) ＩＴプロセスの理解の程度は、企業及びＩＴ環境の性質及び状況によって異なることを

明確にしている（ISA 315（2019年改訂）のA170項及びその後の事例を参照）。 

(c) ＩＴの利用から生じるリスクの影響を受けるその他のＩＴ環境が関連する場合があるこ

とを説明している（ISA 315（2019年改訂）のA172項参照）。 

(d) ＩＴの利用から生じるリスクの識別は、統制活動における内部統制で識別された（ISA 

315（改訂2019年）第26項（b）で識別された）ＩＴアプリケーションのみに関係し、Ｉ

Ｔ全般統制を考慮する場合、これらはより広範に検討される（すなわち、必ずしも第26

項(a)で識別したそれぞれの内部統制についてではない）と説明している（ISA 315（改

訂2019年）第173項から第174項の適用指針の例を参照）。 

したがって、例えば仕訳入力に関する内部統制の場合、ISA 315（改訂2019）第26項(a)(ii)

で識別されたシステムで生成された仕訳に関する全ての内部統制について、関連するＩＴ全

般統制のD＆Iが要求されるわけではない。むしろＩＴ全般統制は、ISA 315（改訂2019年）

第26項(a)(i)から(iv)で識別された内部統制のＩＴアプリケーションに対して、関連するＩ

Ｔの利用から生じるリスクにどのように関連しているかという観点で検討される。D＆Iの対

象となるＩＴ全般統制の識別は、情報システムを含む企業の性質及び状況に基づく判断とな

る。 

73. ＩＴ全般統制をどの程度業務に適用しているかの理解を含め、ＩＴプロセスに対する監査人の

理解の範囲は、企業及びＩＴ環境の性質及び状況、並びに監査人が識別した内部統制の内容及

び範囲により異なる。適用の柔軟性を説明するための例（市販のソフトウェアを使用している

企業や、複数のＩＴアプリケーションを有し、ＩＴプロセスが複雑な企業など）が示されてい

る（ISA 315（2019年改訂）のA170項からA171項を参照）。また、付録５（第15項）では、Ｉ

Ｔアプリケーションの適用の柔軟性とＩＴの利用から生じるリスクに焦点を当てている。 
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重要な虚偽表示リスクの識別と評価に関する変更点 

 

新しい関連定義 説明 その他の説明資料 

関連するアサーション 取引種類、勘定残高又は注

記事項に係るアサーション

のうち、重要な虚偽表示リ

スクが識別されたアサーシ

ョンをいう。アサーション

が「関連するアサーショ

ン」であるかどうかの判断

は、関連する内部統制を考

慮する前に行われる（すな

わち、固有リスク）。 

重要な虚偽表示リスクは、複

数のアサーションに関係する

場合があり、その場合には当

該リスクが関係するアサーシ

ョンは全て「関連するアサー

ション」である。重要な虚偽

表示リスクが識別されなかっ

たアサーションは、「関連す

るアサーション」ではない。

(A９項) 

重要な取引種類、勘定残高又

は注記事項 

関連するアサーションが一

つ以上存在する取引種類、

勘定残高又は注記事項をい

う。 

N/A 

74. ISA 315（2019年改訂）では、重要な虚偽表示リスクを識別するための要求事項と、そのリス

クを評価するための要求事項を分離している。本セクションの変更は、監査人が堅牢な方法で

重要な虚偽表示リスクを識別し、評価するための枠組みを整備することを目的としている。 

 

重要な虚偽表示リスクの識別 

75. 上述の通り、監査リスクモデルは変更されていない。監査人は、財務諸

表全体レベルとアサーション・レベルの両方において、重要な虚偽表示

リスクを識別することが求められている。重要な虚偽表示リスクの識別

は、引き続き、関連する内部統制（すなわち、固有リスク）の検討の前に実施される。（ISA 

315（2019年改訂）のA186項を参照。）アサーションに変更はなく、監査人は、基準で定めら

れたアサーションの全ての側面がカバーされている限り、異なるアサーションを使用すること

ができる（ISA 315（2019年改訂）のA189項からA191項を参照）。 

76. 財務諸表全体レベルの重要な虚偽表示リスクとは、財務諸表全体に広く関わりがあり、アサー

ションの多くに潜在的に影響を及ぼす（例：経営者が適性を有していない場合、財務諸表に広

く影響を及ぼす）。ISA 315（2019年改訂）では、財務諸表全体レベルのリスクに大きく焦点

を当て、財務諸表全体レベルの重要な虚偽表示リスクとアサーション・レベルの重要な虚偽表

示リスクとの関連性をより適切に説明している。これは、監査人が、識別したリスクが財務諸

表に広範な影響を及ぼすかどうかを判断する必要があり、ISA 330に従った全般的な対応が必

要となるためである
22
。財務諸表全体レベルのリスクは、個々のアサーションにも影響を及ぼ

すことがあり、識別したリスクに対応する監査手続の決定に役立つ場合もある。 

 

 

 

22 ISA 300「監査計画」 

 
第28項 
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77. 財務諸表全体レベルのリスクの識別は、以下の影響も受ける。 

(a) 企業の内部統制システム、特に間接的な構成要素の評価及び不備の識別に関する監査人

の理解（上記、第42項(b)及び第49項から第51項を参照）。 

(b) 固有のリスクに影響を及ぼす不正リスク要因による虚偽表示の発生可能性（ISA 315

（2019年改訂）のA197項参照） 

78. 財務諸表に広範に関係しない重要な虚偽表示リスクは、アサーション・レベルのリスクである。 

79. 監査人は、アサーション・レベルの重要な虚偽表示リスクを識別する際に、

関連するアサーション及び関連する重要な取引種類、勘定残高又は注記事

項を決定することも要求されるようになった。これらの概念はいずれも新

たに定義されたものであり、上記の新しい定義を参照のこと。 

80. 関連性するアサーションは、虚偽表示が発生する可能性と発生した場合に重要となる可能性が

合理的にあり得るような性質や状況にある取引種類、勘定残高又は注記事項のアサーションに、

監査人が焦点を当てることを意図したものである。上記６項で述べたように、ISA 200の「重

要な虚偽表示リスク」の定義にこの閾値を更に説明するための適用指針が追加されている。 

81. 定義によれば、重要な取引種類、勘定残高又は注記事項とは、一つ以上の関連するアサーショ

ンが存在するものをいう。重要な取引種類、勘定残高又は注記事項を決定することは、情報シ

ステムの理解に関連する監査人の作業を明確にするとともに、ISA 330で要求されている監査

人の対応を策定するのに役立つ。注記事項に関しては、ISA 315（2019年改訂）のA204項にお

ける適用指針で、注記事項が重要であることを示唆する可能性のある事項が説明されている。 

 

財務諸表全体レベルの重要な虚偽表示リスクの評価 

82. ISA 315（2019年改訂）では、財務諸表全体レベルのリスク評価の目的が明

確にされた。すなわち、財務諸表全体レベルの重要な虚偽表示リスクを評

価することが要求されるのは次の２点、つまり、当該リスクがアサーショ

ン・レベルのリスクの評価に影響を及ぼすかどうかの決定のため、及び当

該リスクが財務諸表に対して及ぼす広範な影響の内容とその程度の評価の

ためであることが明確にされた。 

 

アサーション・レベルの重要な虚偽表示リスクの評価 

83. ISA 315（2019年改訂）の序文では、固有リスクの分布を「固有リスクが変化する程度」と説

明している
23
。アサーション・レベルの固有リスクが、低リスクから高リスクの間のいずれに

該当するかは判断による（ISA 315（2019年改訂）のA208項からA209項を参照）。監査人は、

固有リスクの分布に沿って、評価した重要な虚偽表示リスクを分類することがある。この分類

方法は、監査人の固有リスクの評価が適切であり、評価したリスクへの対応が評価した固有リ

スクとその評価理由に適切に対応する限り、様々な方法で記述することができる。 

 

 

 

 

 

23 ISA 315（2019年改訂）第７項 

 
第29項 

 
第30項 
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84. アサーション・レベルの固有リスクを評価するためのアプローチが強化さ

れた。従前の基準（ISA 315（改訂））の要求事項よりも詳細度が高くなっ

ているが、これは重要な虚偽表示リスクの評価において、より一貫性を持

たせることを意図している。監査人は以下の事項を要求されている。 

(a) 虚偽表示の発生可能性と影響の度合いの評価―起こりうる虚偽表示の発生可能性と影響

の度合いの相対的な程度は、識別された虚偽表示リスクの固有リスクの分布上の固有リ

スクの程度を判断する上で役立つ。起こりうる虚偽表示の発生可能性と影響の度合いは、

（個別の又は組合せによる）固有リスク要因の影響を受けるが、いくつかのアサーショ

ンの固有リスクが他のアサーションよりも高くなる場合があることも認識される。監査

人は、虚偽表示の影響の度合いを検討する際に、起こりうる虚偽表示の規模、内容又は

状況を考慮する（すなわち、定量的及び定性的な側面を考慮する）。 

(b) 起こり得る虚偽表示の固有リスクの分布上の程度の決定―取引種類、勘定残高又は注記

事項の重要な虚偽表示の発生可能性が高いほど、固有リスクの分布上、固有リスクの程

度は高くなり、その逆もまた同様である。監査人は、虚偽表示の発生可能性と影響の度

合いの組合せの重要性を、職業的専門家としての判断に基づいて決定する。 

o 発生可能性と影響の度合いの両方が高いと評価された場合にのみ固有リスクの分

布上、固有リスクが高いと評価されるわけではない。むしろ、発生可能性と影響

の度合いの組合せが、固有リスクの程度が高いか低いかを決定する。例えば、リ

スクの発生可能性が低くても、影響の度合いが非常に大きければ、固有リスクの

程度が高くなる可能性がある。
24
 

o 本基準は、固有リスクの分布に沿った分類を指定していないが、監査人がこれら

を利用する場合があることを認めている。
25
 

85. このように固有リスクを評価することは、監査人が重要な虚偽表示リスクに対して適切に対応

するために役立つ。例えば、識別されたリスクが、固有リスクの分布上、程度が高いほど、評

価したリスクに対応するために、より確かな心証が得られる監査証拠を入手する必要がある。

さらに、このような固有リスクの評価方法は、特別な検討を必要とするリスク（下記参照）の

判定にも役立つ。 

 

特別な検討を必要とするリスク 

86. （ISA 315（改訂）の定義のように）リスクへの対応に焦点を当てるのでは

なく
26
 、ISA 315（2019年改訂）の特別な検討を必要とするリスクの定義

は、固有リスクの重要度が、固有リスクの分布上、最も高い領域に存在す

ると評価された場合に焦点を当てる 

ように改訂された。したがって、これは一つ又は複数のリスクに関連する可能性があり、企業の

性質及び状況によって、期間ごとに異なる場合があると想定される。したがって、同じ産業内の

２つの企業に、必ずしも同じ特別な検討を必要とするリスクがあるとは限らない。 
 

 

 

 

24 ISA 315（2019年改訂）のA213項 

25 ISA 315（2019年改訂）のA214項 

26 ISA 315(改訂)では、「特別な検討を必要とするリスク」を「識別し評価した重要な虚偽表示リスクの中で、特

別な監査上の検討が必要と監査人が判断したリスク」と定義している。 

 
第32項 

 
第31項 



ISA 315（2019年改訂）「重要な虚偽表示リスクの識別と評価」 初度適用ガイド  

 27 / 31 

87. 改訂された特別な検討を必要とするリスクの定義には、２つの要素が含まれている。以下のい

ずれかの場合、リスクは特別な検討を必要とするリスクであると判断される。 

(a) 固有リスクの評価について、固有リスク要因が、虚偽表示が発生する可能性と、虚偽表

示が発生した場合の影響の度合いの組合せに影響を及ぼす程度により、固有リスクの重

要度が、固有リスクの分布上で最も高い領域に存在すると評価されている。発生可能性

と影響の度合いの組合せは、特別な検討を必要とするリスクが、発生可能性は低くても、

発生した場合の影響度が非常に大きいと想定される場合があることを意味する。これら

のリスクは、（発生可能性と影響度の両方が高いリスクと比較して）特別な検討を必要

とするリスクである可能性は低いと考えられるが、明示的に除外されていない。又は、 

(b) リスクが、他のISAの要求事項（例えば、不正リスク）にしたがって特別な検討を必要

とするリスクとして取り扱うこととされている。 

88. 他のISAで特別な検討を必要とするリスクとして指定することが要求されていない限り、特別

な検討を必要とするリスクの判断は職業的専門家としての判断に係る事項である。ISA 315

（2019年改訂）のA221項では、特別な検討を必要とするリスクが多くの場合に存在することが

ある事項の例を挙げている。 

 

 

 

89. リスクへの対応は、特別な検討を必要とするリスクとは何かという監査人の判断を促すもので

はなくなったが、リスクが特別な検討を必要とするリスクと判断されれば、ISA 315（2019年

改訂）及び他のISAは、特別な検討を必要とするリスクと判断されたリスクへの特定の対応に

ついて規定している。例えば、上記58項（統制活動）で説明したように、特別な検討を必要と

するリスクに関連する内部統制を識別し、D＆Iを実施することが求められている。 

 

統制リスク 

90. ISA 315（2019年改訂）では、固有リスクと統制リスクを合わせて評価する選択肢はなくなり、

別々に評価することが求められている（統制リスクは識別されなくとも、企業の内部統制シス

テムの構成要素に関する監査人の理解は、監査人の統制リスクの評価に役立つ）。 

91. また、統制リスクの評価と、企業の内部統制システムの構成要素を理解するために行われる作

特別な検討を必要と
するリスク 

虚
偽
表
示
が
生
じ
た
場
合
の
影
響
の
度
合
い

 

重要な虚偽表示の発生可能性 
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第35項 

業との関連性がより強くなっている。企業の内部統制システムに関する監査人の理解は、内部

統制の運用の有効性に関する監査人の期待につながり、また、ISA 330に従ってリスク対応手

続を立案し実施する際に内部統制の運用評価手続を監査人が計画するかどうかを決定するのに

役立つ。 

92. 内部統制の運用評価手続の計画は、内部統制が有効に機能しているという想定に基づいており、

これが統制リスクに関する監査人の評価の基礎を形成している。したがって、統制活動につい

て実施した作業（上記58項参照）に基づき、監査人が内部統制の運用評価手続を計画しない場

合、統制リスクの評価は、重要な虚偽表示リスクの評価が固有のリスクの評価と同じ（すなわ

ち、統制リスクが「最大」）であることになる。したがって、監査人が主に実証手続を中心と

した監査アプローチの実施を計画している場合、内部統制システムの構成要素を理解し、その

目的のために関連する作業が行われれば（ISA 315（2019年改訂）21項〜27項の要求事項）、

それ以上内部統制を検討する必要はない。 

93. また、ISA 315（2019年改訂）では、監査人が内部統制の運用評価手続を計画しており、その

内部統制が自動化されている場合、その自動化された内部統制の機能を支援する関連するＩＴ

全般統制の運用評価手続を実施する必要がある場合があると強調している（ISA 315（2019年

改訂）のA229項を参照）。 

 

リスク評価手続から得られた監査証拠の評価 

94. 本基準における職業的専門家の懐疑心を強化するため、リスク評価手続から得

られた監査証拠が、重要な虚偽表示リスクの識別及び評価のための適切な基礎

を提供しているかどうかを評価する新たな要求事項が追加された。（ISA 315

（2019年改訂）第35項）。 

 

新たな「スタンド・バック」－関連するアサーションを識別していない（重要な
虚偽表示リスクを識別していない）が重要性のある取引種類、勘定残高又は注記
事項 

95. リスク識別プロセスの網羅性の強化と改善の意図から、監査人がプロセス

の終了に近づいた時点で、新たにスタンド・バックを要求している（ISA 

315（2019年改訂）第36項）。 

96. 監査人は、監査人が識別した重要な取引種類、勘定残高又は注記事項の網羅性を評価すること

が要求されている。これは、（定量的又は定性的に）重要性がある（material）が、重要であ

る(significant)と識別されていない（すなわち、重要な虚偽表示リスクが識別されておらず、

したがって関連するアサーションがない）取引種類、勘定残高及び注記事項に焦点を当てるこ

とにより行われる。 

97. なお、ISA 330第18項も、「重要性のある」取引種類、勘定残高及び注記事項を対象としてお

り、これまでと同様である（すなわち、全ての重要性のある取引種類、勘定残高及び注記事項

について実証手続を要求している）。ISA 315（2019年改訂）の新たなスタンド・バックとISA 

330の要求事項の相互作用は、ISA 315（2019年改訂）のA233項～A235項でさらに説明されてい

る。ISA 315（改訂）の改訂プロジェクトの一環として、IAASBは、ISA 315（改訂2019）の新し

い要求事項とISA 330第18項の相互作用について、これらが不十分なリスクの識別と評価に対す

るセーフガードという同様の目的を果たすにもかかわらず、後者が依然として必要であるかど

うかを再検討した。IAASBは、ISA 330第18項を維持することに合意したが、以下の変更を行っ

た。 

 
第36項 
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• ISA 315（2019年改訂）の範囲と整合させるために、ISA 330第18項が「定量的又は定性

的に重要性のある(material)」取引種類、勘定残高又は注記事項に適用されることを明

確にすること。 

• 重要な（significant）取引種類、勘定残高又は注記事項の新しい概念と要求事項の相互

関係について、適用指針
27で説明すること。 

• この要求事項の影響を受ける取引種類、勘定残高又は注記事項に関する全てのアサーシ

ョンを検討する必要はないことを明確化する。ISA 330の適合修正におけるA42a項では、

実施すべき実証手続の立案において、仮に虚偽表示が発生した場合に当該虚偽表示に重

要性があるという合理的な可能性があると判断したアサーションに焦点を当てて手続を

行うことが説明されている。 

 

監査調書 

98. ISA 315（2019年改訂）で行われた明確化及び強化に基づき、IAASBは、（ISA 23028の要求事項

に関して）監査調書への記載がより多く求められること、特に重要な虚偽表示リスクを識別し

評価する際に監査人が行う「重要な判断」29の監査調書への記載の要求について合意している。

しかし、特に内部統制と特別な検討を必要とするリスクに関連するいくつかの重要な変更点に

焦点を当てると、以下のような新規の強化された監査調書への記載が要求されている。 

(a) 企業及び企業環境、適用される財務報告の枠組み、並びに企業の内部統制システムの各

構成要素に関する監査人の理解の主要な要素（監査調書への記載が要求される特定の項

によって対応されている）。監査調書への記載には、情報源及び実施したリスク評価手

続を含める必要がある。 

(b) 統制活動における内部統制のD＆I 

(c) 財務諸表全体レベル及びアサーション・レベルにおいて識別・評価された重要な虚偽表

示リスク。これには、特別な検討を必要とするリスクや、実証手続だけでは十分かつ適

切な監査証拠を入手できないリスクも含まれる。また、重要な判断の根拠を監査調書に

記載する必要がある。 

(d) ISA 315（2019年改訂）のA238項では、監査人による職業的専門家の懐疑心の行

使を示すために監査調書に記載し得る様々な事項についても言及している。 

 

 

 

 

 

 

27 ISA 315（2019年改訂）のA233項 

28 ISA 230「監査調書」 

29 ISA 230第8項(c) 
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